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1.　はじめに
　昨今３Dデータや３Dプリンターの活用がいたるところで見られるようになってきた。筆者
の専門である考古学でも、単行本や雑誌で３D計測の実践やそのデータの活用、３D計測の研
究への活用などについて、取り上げたり特集を組んだりしたものが多く見られるようになった
（金田ほか編2010、城倉ほか編2016、中園編2017、文化財方法論研究会2016・2017）。このよう
な背景には、３Dデータを計測する装置や、写真から３D画像を作成するアプリケーションソ
フトの普及、３Dプリンターの低価格化や普及があると考えられる。
　筆者は考古学および博物館学関係の授業を担当しているが、これらの授業科目では「資料」
の取り扱いは必須であり、従来はプリントや液晶プロジェクターでスライドを投影する̶いず
れの場合も資料は実測図や写真などで表示される̶方法を採ってきた。しかしながら、それを
どのように提示するかは常に懸案事項であった。平面的な資料は写真などでも比較的イメージ
を伝えやすいかもしれないが、土器や埴輪といった立体的な資料については、実測図や写真だ
けではイメージするのが難しいと思われたからである。
　最近では、パソコンの高機能化やネットワークの高速化、３D計測を行う機器やSfM
（Structure from Motion）/MVS（Multi-view Stereo）技術を実行できるソフトの普及などに
よって、３Dデータの作成や活用が行いやすい状況へと急速に変化してきている。本稿ではそ
のような状況の下での、３Dデータやその造形物の授業への活用のあり方について、筆者が実
践したことも含めて紹介したい。
2.　３D計測について
2.1　概要
　３D計測には種々の方法があるが、本稿で取り上げる考古学や博物館に関わる資料の３D計
測には、磁気を用いるもの、レーザーを用いるもの、カメラを用いるものなどが実用化されて
いる。比較的普及しているのは、レーザーによるものと写真計測法であり、本稿でもこの二つ
の方法を試みた。計測機器は最近では低価格のものも見られるようになったが、精度の高い計
測ができるものは、まだ安価に入手できるとは言えない状況である。
2.2　レーザーによる３D計測
　後述する３Dプリンターに備わっている３Dスキャン機能を用いた。中央にターンテーブル
があり、自動で360°回転してスキャンを行う。計測できる資料のサイズは、３×３㎝から
15×15㎝まで、重さは３㎏以下である。計測にはプリンターに添付されている３Dスキャンソ
フトである「XYZscan」を用いる。このソフトにはマルチスキャンの機能も付いており、計
測不良の部分がある場合は、この機能を用いて、再計測したものを合成することが可能である。
また、簡単な編集機能も付いていて、余分な
部分を削除したり、モデルの滑らかさの調整
をしたりすることもできる。
　スキャンは下方と斜め上方の２方向からレ
ーザーを照射して行う（図１右下と左上の黒
い四角柱のパーツ）。しかし、片方ずつ照射
を行うため、計測には２回転分必要で、時間
にすると約５分を要する。
　マニュアルではスキャンに最適な対象は、
静的なオブジェクトで表面が明るい色̶白色
が最適̶、形状は円アーチ形や円柱形のもの
とされている。つまり、透明なものや、暗い色のもの、上記の形状ではないものは、正確な計
測が難しいことになる。ユーザーガイドにも「スキャンモジュールは『表面』の映像を補足す
ることができるだけ」で、上向きに口が開くようなあるいは、中空状態がある場合は、置く方
向や角度を調整して、スキャンモジュールが対象の構造特徴を最大限に捉えるようにする必要
があるという記述もあった。また、表面の色の差が大きい場合、つやがある、毛羽立ちがある、
半透明や透明のもの、濃い色の場合はコーティングを施すと効果的とされている。コーティン
グ剤は除去可能なものを使用するとしても、実物資料にコーティングを施すことは難しいと思
われる。これらのことから、筆者自らが３D化を行う際に、もっとも普遍的な資料になるであ
ろう「土器」は、その形状や色調から本計測装置を用いた３D計測にはあまり適していないこ
とが予想された。
　実践事例として、鹿児島県薩摩川内市下甑
町手打貝塚出土土器を用いた（図２）。口縁
部の径9.5㎝、高さ９㎝ほどの小型の鉢であ
る。小型ではあるが窪みの深い容器状の土器
であるため、普通に置いた状態では内面に十
分にレーザー光が届かなかった。そこで、安
全を配慮しつつ、角度を変えるなど何通りか
の置き方で試みた。いくつかの事例では、レ
ーザー光照射時のモニター画面上では比較的
良好に計測が行えていると思えた場合もあっ
た。しかし、メッシュモデルへの変換は、内面が表現されずに充填された状態や一部に穴が開
いた状態になってしまうなど、うまくいかなかった。結局、全面にあるいは内面にレーザー光
が十分に照射されるような置き方は難しかったということだと思われる。計測時の不十分さを
補うためマルチスキャンを行った場合も、合成する際に詳細な設定ができず、１回目のスキャ
ン画像と２回目のスキャン画像とを正確に合成することはできなかった。
　やはり、２ヶ所の固定された位置からレーザーを照射してスキャンを行うのでは、容器状を
呈した土器などの資料には不十分であると思われる。また、資料の色調が暗いことも計測に困
難をもたらしたかもしれない。さらに、今回の計測に用いたのが、資料の３Dスキャンに特化
された機器やソフトではないことも、うまくいかなかった要因の一つかもしれない。
2.3　写真による３D計測
　AgisoftのPhotoScan プロフェッショナル版（Ver.1.3.4）を用いた。PhotoScanは複数の写真
から高品質の３Dモデルを構築することができるSfM/MVSソフトである １）。取り扱いは比較
的容易で、３Dモデルの他、ポイントクラウドやDSMを作成したり、測量や実測、空中写真か
ら３Dの地形データを生成したりすることもできる。スタンダード版は安価であるものの、機
能の多いプロフェッショナル版はかなり高価である。しかし、Educational Licenseを購入でき
る条件であれば、商用での利用はできないものの比較的安価で入手できる。
　３Dデータ化の概要は次のとおりである。
１．３Dデータ化する資料の写真撮影を行
　う。レーザーによる３D計測に用いたの
　と同じ土器を使用した。上方、横、下方、
　内面、底部とアングルを変えて、土器を
　45°ずつ回転させながら撮影を行った。
　ピントが合った写真を撮影する、隣り合
　う写真には60%以上の重複が必要である
　ことに留意しなければならない。資料の
　広い範囲を鮮明に撮影するためにはカメ
　ラの絞り値に注意する必要がある。また、
　資料を随時動かして撮影する場合は、で
　きるだけ資料にストレスをかけないため
　に回転台を使用することも一案である
　（図３）。なお、解像度の高い写真の方が
　以下のプロセスの精度が上がった。
２．撮影した写真を、PhotoScanを起動し
　て 読 み 込 む。Workspace→Add Photos
　ボタンを押し、写真ファイルの場所を指
　定して写真を選択、読み込みを行う。今
　回の検討では１枚のサイズが約８メガバ
　イトの写真50～60枚を用いた。
３．読み込んだ写真に対して、アライメン
　トを実行する。アライメントとは、写真
　を撮った位置の解析を行うことである。アライメントを行うためには、Workﬂowメニュー
　→Align Photosを選択する。アライメントが完了すると、アライメントされた写真とポイ
　ントクラウドが表示される（図４）。
４．高密度ポイントクラウドを生成する。Workﬂowメニュー→Build Dense Cloudを選択し
　て行うことができる。
５．メッシュの生成を行い、各種の調整を加えてより精度の高いモデルを作成する。メッシ
　ュの生成はWorkﬂowメニューからBuild Meshを選択して行う。この段階ではまだ余分な
　ポイントクラウドが残っている。それを取り除き、より高品質のメッシュを得るために、
　たとえばマスクの使用などが可能である。自動的に写真すべてにマスクを生成することも
　できるし、１枚ごとに手動でマスクを編集することもできる。細かくマスクをかけるほど
　得られる３D画像の品質が向上する。なお、不必要なポイントクラウドやポリゴンは、手
　動や自動で削除することもできる。調整が終了したら最終的なポイントクラウドとメッシ
　ュの生成を行う。
６．テクスチャーを生成する。そのためにはWorkﬂowメニュー→Build Textureを選択する。
　得られた３D画像は自由に拡大や回転ができ、その例をいくつか示す（図５）。
　　ここで生成した３D画像をpdf、stlといったファイルに出力することによって、データ
　として、また３Dプリンターで印刷して種々の活用を図ることができる。
　取り扱いが比較的簡単なソフトとされるが、満足のいく３Dモデルの作成に至るまでには試
行錯誤が必要であった。それでも、多くのプロセスを自動的に行ってくれ、しかも精度の高い
３Dモデルを得ることができる本ソフトは便利であると感じた。このソフトでは写真を用いる
ことから、３Dモデルに資料の色調を表現することができる。つまり、オリジナルにより近い
ものを提示できることになり、このことも授業への活用の幅を広げてくれると思われる。
　今回の検討で気付いた点をあげておきたい。良好な３Dモデル化のためには、いかに３Dモ
デル化にうまくつながっていくかを意識̶アングル、ピント、重なり具合、背景など̶した写
真撮影が重要である。とは言っても貴重な資料を取り扱う際には、どのような撮影の仕方も許
されるわけではない。データの処理に効果的な撮影法と、資料に配慮した撮影法とのバランス
を取る必要がある。また、良好な３Dモデルを得るためには、解像度の高い写真を用いたりプ
ロセスの各段階の精度を上げたりする必要があるが、その場合、処理により多くの時間を要す
ることになる。今回の小型の土器ならまだしも、非常に多くの写真を必要とする大型の資料や
航空写真を多数用いた３D化、より高品質の３Dモデルを作成するためには、パソコン本体の
スペック（CPU、メモリ、GPU）が相当高い必要がある。ちなみに、筆者が今回の検討に用
いたパソコンの仕様はCPU：Core i7 7700HQ、メモリ：48GB、ストレージ：500GB SSD（M.2）、
GPU：GeForce GTX1060、OS：Windows 10 Homeのノート型パソコンである。Agisoftのホ
ームページやソフト販売会社のホームページを参照すると、この仕様でもPhotoScanの実行に
は決して十分とは言えないようである。今回の検討では作業中にストレスを感じるようなこと
はなかったものの、今回検討した解像度がやや高めの写真数十枚を高精度の設定でアライメン
トするのに、数十分の時間を要した。
3.　３Dプリンティングについて
3.1　概要
　３Dプリンターには溶解樹脂積層方式（FFF）、光造形方式（SLA）、粉末焼結方式、インク
ジェット方式など様々な種類がある。個人使用向けとしては、価格が比較的安価である溶解樹
脂積層方式のプリンターが主であると思われ、安価なものでは３万円程度で入手が可能であ
る。この方式はABS樹脂やPLA樹脂といった熱に溶けやすい樹脂を１層ずつ積み上げていく
もので、特性上精度や表面の仕上がりは比較的粗くなってしまう。
3.2　プリンティングの実践
　先述した３D計測にも用いたXYZプリンティングのダヴィンチ 1.0 Pro 3 in 1という機種を
使用した ２）。この機種は、１台で３Dプリント、レーザー刻印、３Dスキャン機能を有する３）。
同社の３Dプリンター製品ラインナップでは、高位機種的な位置づけとされる。0.1mmの細か
い積層が可能で、同社が用意しているABSとPLA製の２種類の各色フィラメントの他、他社
製のフィラメントを用いてプリントを行うこともできる。
　印刷に先立つプリントプラットフォームの調整や３Dプリンターでの印刷は、XYZware for 
Proを用いて行う。印刷の際は「インポート」から印刷したいモデルを選択して読み込みを行
う。モデルの大きさや向き、角度などの調整の他、印刷の品質、密度、外郭の厚さ、厚み、ス
ピードなど様々な調整が可能である。調整終了後「印刷」ボタンをクリックすると印刷が開始
される。
　今回の検討では、国土地理院（地理院地図３D・触地図）からダウンロードした大山古墳（前
方後円墳）４）、「モデラボ」のページからダウンロードした銅鐸 ５）、「Sketchfab」のページか
らダウンロードしたブリティッシュミュージアム所蔵資料のいくつか ６）、PhotoScanで３Dモ
デル化した土器などの出力を試みた。図６・図７は出力したモデルの例である。
　検討した結果、「なかなかうまくいかない」というのが実感である。印刷途中で、造形物が
ステージから外れてしまったり、もとの位置からずれたりしてしまうことが多くあった。ま
た、途中でノズルから溶解物の出が悪くなり、積層がうまくいかなくなることもあった。
　たくさんある印刷時の調整を適切に行うことや、機器の状況を良好̶ステージの調整やノズ
ルとステージの間隔の調整はもちろん、プリントノズル、フィラメント注入口、フィラメント
オートフィーダーの清掃など̶に保つことで、失敗は減らせるはずである。しかし、印刷する
造形物の形状や性質によって、適正な設定は変わると考えられることから、適切な設定を探し
出すことはなかなか難しいように思われる。　
4.　授業への活用
4.1　３Dデータの活用
　３Dデータの授業への活用としてまず挙げられるのが、実際に作成し保存した３Dデータを
授業に用いることである。パソコンルームであれば、３Dデータのファイルを各自で見てもら
えるし、一般の講義室であれば、教員のパソコンからプロジェクター等に投影したものを見て
もらうことができる。
　また、公開されている３Dデータを活用することもできる。概観しただけでも、宇宙、芸術、
電気・機械、（古）生物、地質、地理、考古、博物館などの分野に活用できそうな３Dデータ
が公開されている。とくにアメリカのスミソニアン博物館の３Dデータは充実している
（Smithsonian X 3D）７）。多くの資料を３D画像で見られるだけでなくその資料の詳しい説明
や、３Dデータに様々な加工を施して楽しむこともできる。また、３Dデータをダウンロード
できるものもあり、その場合は３D造形物を作成して活用を図ることもできる。
　筆 者 が 担 当 し て い る 授 業 の な か で、ス ミ ソ ニ ア ン 博 物 館 の ３Dに 関 す る サ イ ト
（Smithsonian X 3D）と、ブリティッシュミュージアム所蔵資料の３Dデータを公開している
サイトの３Dデータを実際に使用してもらった。そして、それぞれのサイトを使った感想や、
資料が３D画像によって示されることのメリットについて報告してもらった。
　多くは肯定的な評価であった。その理由として、360度好きな角度から見られる、拡大する
ことによって細部まで見られる、ものによっては内面まで見られる、通常の展示では見ること
ができない部分も見られる、３D画像の活用はオリジナルの資料の保存に役立つ、などがあっ
た。ほかに、子どもに興味を持ってもらえ、博物館資料を３D画像で楽しむという経験によっ
て、博物館（資料）に対する意欲関心が高まり、博物館への来館者増を見込めるという意見も
あった。
　批判的な評価も少数ではあるが見られた。「もの」として感じるには無理があるという指摘
はもっともだと思われた。
　学生のレポートから、授業の中で３Dデータを、教員が用いて学生に示したり、学生に使って
もらうことは、資料を理解するのに効果的であると考えてよく、積極的に活用を図るべきである。
4.2　３D造形物の活用
　３D造形物の授業への活用法としては、３Dプリンターで印刷した造形物や、種々の方法で
入手した造形物を、授業でその資料に言及する際に提示することが挙げられる。プロジェクタ
ーを用いて行う授業であれば、資料に言及する都度ではなく、ある程度まとめて提示すること
も考えられる。多くの場合、造形物とオリジナルの資料とは、素材やサイズ、色調が異なって
いるかもしれないが、多方向から見た形状については具体的に伝えられるはずで、とくに資料
が立体的である場合に、より効果的であると思われる。また、造形物であれば、実物資料では
難しいかもしれない、手に取って見てもらうことも可能である。
　３D造形物の授業での活用の効果を知るため、同一の資料もしくは同様の資料についての実
測図、写真、造形物をセットにして提示し、
それぞれについて、実物をイメージできる程
度を５段階で評価してもらうとともに、その
評価理由についても記述してもらった。
　取り上げた資料は考古学に関する資料で、
遺物がほとんどであるが、遺構も含め、10組
の事例を用意した。実測図は通常のものの
他、やや簡便なもの、解説的なもの、複数の
資料を示したものもある。なお、示した実測
図の大きさは、実物に比べるとかなり小さ
い。写真は、１点だけのものの他、組写真も
含まれる。なお、提示した写真はカラーで、
サイズは実測図や造形物に比べて大きいもの
がほとんどである。いくつかの事例には、画
像処理による視覚化を施した図（城倉ほか
2016）も用いた（表１　8・9・10－3）。これも組み合わせ図になっており、サイズも実測図や
造形物に比べるとかなり大きい。造形物は実際に３Dプリンターで印刷したもの（図６・７）、
金属製の銅鐸のレプリカ（図８）、株式会社エポック社から発売されている模型（図９）を用
いた。なお、図９の造形物は大きいものでも高さや幅が９㎝以下であり、実物と比べると非常
に小型である。
　10組の事例の概要は以下のとおりである。
　１　大山古墳　１：地形図　２：写真　３：造形物（図６）
　２　銅鐸　１：実測図（平面図のみ）複数資料　２：写真　３：造形物（図７）、無地　４：
　　造形物（図８）、金属製のレプリカ
　３　遮光器系土偶　１：実測図　２：写真、サイズはかなり大きい　３：造形物（図９－３、 
　　青森県木造町亀ヶ岡遺跡出土）
　４　みみずく土偶　１：実測図（正面からのみ）　２：写真（正面から）、実測図と造形物
　　に比べるとサイズはかなり大きい　３：造形物（図９－４、埼玉県鴻巣市滝馬室遺跡出土）
　５　ヴィーナス土偶　１：実測図（正面・側面）　２：組写真（正面からかなり大きいも
　　の１枚、上面１枚、頭部側面１枚、背面１枚、側面１枚）　３：造形物（図９－５、長
　　野県茅野市棚畑遺跡出土）
　６　火焔型土器　１：実測図２枚　２：写真　３：造形物（図９－６、新潟県十日町市笹
　　山遺跡出土）、それぞれの大きさはほぼ類似
　７　弥生土器（壺）　１：実測図１枚、実測図の説明もあり　２：写真、正面からかなり
　　大きなもの１枚　３：造形物（図９－７、名古屋市高蔵町出土）
　８　馬形埴輪　１：実測図複数（正面と側面あり）　２：組写真（正面１枚、左右側面各
　　１枚、背面１枚）、サイズかなり大きい　３：画像処理による視覚化を施した図（左右
　　側面、正面、背面）、サイズかなり大きい　４：造形物（図９－８、埼玉県熊谷市上中
　　条出土）
　９　人物埴輪（武人）　１：実測図、正面のみ、造形物とほぼ同サイズ　２：写真（正面
　　および正面わずかに斜め方向からのもの各１枚）、サイズかなり大きい　３：画像処理
　　による視覚化を施した図（正面、左右側面、背面）、サイズかなり大きい　４：造形物（図
　　９－９、群馬県太田市出土）
　10　人物埴輪（馬引き、踊る人）　１：実測図、正面からのみ、造形物とほぼ同サイズ　２：
　　組写真（正面、左右側面、背面）、サイズかなり大きい　３：画像処理による視覚化を
　　施した図（正面、左右側面、背面）、サイズかなり大きい　４：造形物（図９－10、埼
　　玉県熊谷市野原古墳出土）
　評価は、１人につき３組以上を行っても
らい、合計で83組の評価を得た。
　評価の集計結果は表１のとおりで、実測
図の評価の平均は2.9、写真は3.6、画像処
理による視覚化を施した図は3.6、造形物
は3.8である。
　総じて実測図の点数は低く造形物の点数
は高いことがわかった。
　平面的な資料の場合はいずれの手法でも
あまり変わらない。土器は造形物の評価が
やや高いと言える。
　埴輪は資料によって評価にばらつきが見
られた。
　画像処理による視覚化を施した図は、あ
まり高い評価が得られなかった。調整が詳
細に表現されており、筆者にとっては情報
を多く得られる画像であるが、学生にとっ
ては色が付いていないことや調整が見慣れないものであったためかもしれない。
　必ずしも造形物の評価が高いとは限らなかったことは興味深い結果だった。造形物に対して
高い評価を付けた理由としては、立体的であること、色が付いていることが挙げられていた。
一方、造形物に対して低い評価を付けた理由として、サイズが小さいこと、細部の表現が甘い
ことなどが挙げられていた。
　それが顕著に表れたのが銅鐸の事例で、造形物でも素材や色調、文様の有無で評価が大きく
異なった。３Dプリンターで出力した無地の銅鐸は評価が非常に低かったのに対し、金属製の
レプリカは評価が高かった。
　これらのことは、単に造形物を用いれば授業に効果的に活用できるわけではなく、サイズや
色調、文様などの細部の表現、できれば素材もオリジナルのものに近いものが、より有効性が
高いということを示している。造形物を製作する際に留意しなければならない重要な点だと考
えられる。
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5.　おわりに
　３Dデータ化や３Dデータ・造形物の授業への活用について、筆者の実践事例等を述べてき
た。３Dデータ化や造形物の製作、それらの授業への活用には、解決すべき問題点が多くある
ことが明らかになった。
　また、アンケートによれば、３Dデータや造形物を授業に活用した方が効果的であるという
結果が得られており、それらの活用には積極的に取り組むべきである。
　現在公開されている３Dデータを授業に活用することは、すぐに、また比較的簡単に採用で
きる方法であると思われる。実際に多くの分野の３Dデータが公開されており、考古学や博物
館の資料も多く含まれている。しかしながら、筆者の授業で主に取り扱う、日本国内から出土
した資料については、３Dデータの公開がほとんど行われていない状況である。そのような資
料については、自分で３D化を行えばよいということかもしれないが、資料によっては、その
ためのデータ収集も自由にできないのが現状であると思われる。とはいえ海外の状況を勘案す
ると、国内資料における現在の状況は変わるものと予想され、公開が進むことを望みたい。
　今回の検討でたいへん参考になったのが、３D造形物であれば何でも、教育的な効果が望め
るわけではないということである。効果を高めるためには、サイズ、詳細な形態、文様や色調、
さらに素材にまで配慮した３D造形物の製作や活用が必要である。
　今後も考古学や博物館資料の３Dデータ化および造形物の製作を行い、それらの授業への効
果的な活用法の構築を、学生へのアンケートを取り入れつつ進めていきたい。
謝辞
　３Dデータの授業での使用とアンケートおよび、３D造形物の授業での使用とアンケートに
は、筆者が担当する「考古学方法論・考古学の方法」、「考古学地域論」の受講者に協力いただ
きました。また、鹿児島国際大学国際文化学部の中園聡教授には、本稿に関する有益な教示を
いただきました。心より感謝申し上げます。
参考文献
金田明大・木本挙周・川口武彦・佐々木淑美・三井猛（2010）『文化財のための三次元計測』
　岩田書院
城倉正祥・平原信崇・渡邊　玲（2016）『３D考古学の挑戦̶考古遺物・遺構の三次元計測に
　おける研究の現状と課題̶』早稲田大学総合人文科学研究センター
城倉正祥編（2017）『殿塚・姫塚古墳の研究̶人物埴輪の三次元計測調査報告書̶』六一書房
中園聡編（2017）『季刊考古学』第140号（３D技術と考古学）
文化財方法論研究会（2016）『文化財の壺』第４号
文化財方法論研究会（2017）『文化財の壺』第５号
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
ICT農業 ､スマート農業の現状と課題（２）
渡　辺　克　司
はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
１　下線は断らない限りは全て引用者による。
２　最近では多様な研究成果を踏まえAI農業・AgriInfomaticsからより発展した概念としてAgri-InfoScience
が採用されている。神成（2017）を参照。
３　日本経済再生本部の設置とそのもとでの「産業競争力会議」（2013年１月23日）、「規制改革会議」同年１
月24日、「攻めの農林水産業推進本部」（同年１月29日）、「ビッグデータがもたらす農業の付加価値化・生産性
向上」（同年４月14日）、「農林水産業･地域の活力創造本部」（同年５月21日）などが矢継ぎ早に設置された。
なかでも成長戦略第２弾として「10年間で農業・農村の所得を倍増させる目標を掲げ、１．農林水産物の輸出
倍増戦略、２．付加価値を増大させる６次産業化市場の拡大、３．農地集積による農業の構造改革の推進」を
掲げた。現在は図表１のように基本的には今日でもそうした体制は継続している。ただし、各「本部」「会議」
間の重複、役割・機能分担の不明確さなどが指摘されている。例えば「スマート農業」に関して官邸、内閣府、
農林水産省、経済産業省にわたり、どこがイニシアを取って「スマート農業」実現に取り組んでいるのかわか
りにくい。『食料・農業・農村計画』（農水省）をみるように「スマート農業」実現に正面から取り組んでいる
わけではない。そのほかに「本部」「会議」のもとには「専門調査会」（科学技術イノベーション官民投資拡大
推進費ターゲット領域検討委員会、2017年２月～、科学技術イノベーション政策推進専門調査会、2011年８月
～、重要課題専門調査会、2013年９月～、評価専門調査会。2001年１月～、生命倫理専門調査会、2001年１月
～、科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合）、「懇談会等」
が設置されている。しかも重要課題専門調査会のなかには「戦略協議会」（分科会：エネルギー、次世代イン
フラ、新産業、農林水産、地域資源）、「ワーキンググループ」（環境、ナノテクノロジー・材料、ICT、エネ
ルギー・環境イノベーション、地域における人とくらし）、「検討会」（システム基盤技術）、「分科会」（ナノテ
クノロジー・材料基盤技術）がおかれ、それぞれの上下・横関係について容易に理解できない。
４　〈１〉農業競争力強化支援法案、〈２〉農業機械化促進法を廃止する等の法律案、〈３〉主要農作物種子法
を廃止する法律案、〈４〉土地改良法等の一部を改正する法律案、〈５〉農村地域工業等導入促進法の一部を改
正する法律案、〈６〉農林物資の規格化等に関する法律及び独立行政法人農林水産消費安全技術センター法の
一部を改正する法律案、〈７〉畜産経営の安定に関する法律及び独立行政法人農畜産業振興機構法の一部を改
正する法律案、〈８〉農業災害補償法の一部を改正する法律案の８法案。
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
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みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
　図表１　経済政策に関連する官邸主導の会議の状況
　出所：『南日本新聞』2016年９月11日付から引用。
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
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みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
　図表１　経済政策に関連する官邸主導の会議の状況
　出所：『南日本新聞』2016年９月11日付から引用。
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次 で８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPI 通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・ 村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどう 、農協改革等に矮小化しているのではないか どの指摘をふまえ、農業・ 政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・ 村全体の所得 倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレ トガバナンスを見直し、公的資金等の運用
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメ 生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・ 村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農 医療・
健康、防災・減 、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進 ため 環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラ ンについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラ ンについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライ 化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のため プラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つ 課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（ nternet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいった 何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水 など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一 工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・ 話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を 造、
提供する産業革命であるとされている。あ いは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS： iber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、 場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、 義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべ のプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命として らえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、な なかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラ ニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AI は「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラ
ニング（特徴表現学習）の２つ 大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラ ニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべ のプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会 経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラ ニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべ のプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略 第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と 、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢 性別 言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図 気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェ ン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の 能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・ 業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のため 環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のため 仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実 ため 施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だ のようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産 競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農 参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用 ほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術 安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価 向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・ 心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドラ ン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲 図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較 意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の 能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のため 環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェ ン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェ ンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　 （KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきた 。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例） と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿 照 等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あ いはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題 実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられ
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、 の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新た 日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業 村基本法』で掲げる農業・ 村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPI らは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々 課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
情報処理センター研究年報　No.23（2018.3）
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
情報処理センター研究年報　No.23（2018.3）
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
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　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
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　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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　出所：『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』
　　　　（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部、官民データ活用推進戦略会議、2017年５月30日、p.31）
複雑性
はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次 で８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPI 通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・ 村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどう 、農協改革等に矮小化しているのではないか どの指摘をふまえ、農業・ 政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・ 村全体の所得 倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレ トガバナンスを見直し、公的資金等の運用
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメ 生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・ 村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農 医療・
健康、防災・減 、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進 ため 環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラ ンについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラ ンについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライ 化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のため プラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つ 課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（ nternet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいった 何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水 など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一 工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・ 話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を 造、
提供する産業革命であるとされている。あ いは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS： iber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、 場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、 義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべ のプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命として らえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、な なかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラ ニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AI は「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラ
ニング（特徴表現学習）の２つ 大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラ ニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべ のプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会 経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラ ニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべ のプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略 第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と 、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢 性別 言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図 気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェ ン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の 能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・ 業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のため 環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のため 仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実 ため 施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だ のようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産 競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農 参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用 ほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術 安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価 向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・ 心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドラ ン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲 図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較 意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の 能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のため 環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェ ン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェ ンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　 （KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきた 。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例） と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿 照 等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あ いはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題 実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられ
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、 の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新た 日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業 村基本法』で掲げる農業・ 村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPI らは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々 課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
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　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
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　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
５　ドイツ連邦教育科学省が勧奨して2011年にドイツ工学アカデミーが発表したドイツ政府が推進する製造業
のデジタル化・コンピューター化を目指すコンセプト、国家的戦略的プロジェクトのこととされている。
６　このCPSは、尾木（2015）によると「サイバーとは、人工知能やITを指し、フィジカルとは、現実世界、
工場でいえば現場のこと・・・簡単にいうと、現実世界の工場の情報をデジタルデータに置き換えて、コンピ
ューターに情報を吸い上げ、人工知能などの力を活用して、一番効率的で速い、理想的な生産を実現」（p.24）
することとされている。
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
情報処理センター研究年報　No.23（2018.3）
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
情報処理センター研究年報　No.23（2018.3）
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次 で８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPI 通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・ 村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどう 、農協改革等に矮小化しているのではないか どの指摘をふまえ、農業・ 政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・ 村全体の所得 倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレ トガバナンスを見直し、公的資金等の運用
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメ 生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・ 村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農 医療・
健康、防災・減 、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進 ため 環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラ ンについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラ ンについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライ 化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のため プラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つ 課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（ nternet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいった 何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水 など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一 工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・ 話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を 造、
提供する産業革命であるとされている。あ いは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS： iber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、 場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、 義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべ のプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命として らえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、な なかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラ ニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AI は「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラ
ニング（特徴表現学習）の２つ 大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラ ニングの位置付け 7
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべ のプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会 経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラ ニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべ のプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略 第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と 、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢 性別 言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図 気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェ ン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の 能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・ 業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のため 環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のため 仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実 ため 施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だ のようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産 競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農 参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用 ほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術 安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価 向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・ 心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドラ ン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲 図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較 意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の 能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のため 環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェ ン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェ ンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　 （KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきた 。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例） と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿 照 等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あ いはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題 実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられ
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、 の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新た 日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業 村基本法』で掲げる農業・ 村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPI らは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々 課題についてまとめる予定である）
７　松尾（2016）
８　「再興戦略2016」は「新産業構造ビジョン～第４次産業革命をリードする日本の戦略～中間整理」（2016年
４月）を踏襲している。
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
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体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
９　https://www.gov-online.go.jp/cam/s5/ を参照（最終閲覧、2018年１月11日）。
10　次世代インフラ戦略協議会（第12回）提出資料（2016年12月16日）、内閣府　総合科学技術・イノベーシ
ョン会議　久間和生「Society 5.0 実現に向けて」。『情報通信白書』（2017年）でも「長期停滞を打破し、中長
期的な成長を実現していく鍵はSociety 5.0の実現にあり、そのために第4次産業革命（IoT、ビッグデータ、人
工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションをあらゆる産業や社会生活に取り入
れる必要がある」（p.109）としている。
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
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体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
９　https://www.gov-online.go.jp/cam/s5/ を参照（最終閲覧、2018年１月11日）。
10　次世代インフラ戦略協議会（第12回）提出資料（2016年12月16日）、内閣府　総合科学技術・イノベーシ
ョン会議　久間和生「Society 5.0 実現に向けて」。『情報通信白書』（2017年）でも「長期停滞を打破し、中長
期的な成長を実現していく鍵はSociety 5.0の実現にあり、そのために第4次産業革命（IoT、ビッグデータ、人
工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションをあらゆる産業や社会生活に取り入
れる必要がある」（p.109）としている。
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
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れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
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れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次 で８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPI 通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・ 村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどう 、農協改革等に矮小化しているのではないか どの指摘をふまえ、農業・ 政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・ 村全体の所得 倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレ トガバナンスを見直し、公的資金等の運用
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメ 生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・ 村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農 医療・
健康、防災・減 、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進 ため 環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラ ンについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラ ンについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライ 化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のため プラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つ 課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（ nternet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいった 何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水 など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一 工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・ 話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を 造、
提供する産業革命であるとされている。あ いは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS： iber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、 場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、 義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべ のプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命として らえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、な なかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラ ニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AI は「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラ
ニング（特徴表現学習）の２つ 大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラ ニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべ のプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会 経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラ ニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべ のプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略 第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と 、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢 性別 言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図 気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェ ン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の 能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・ 業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のため 環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のため 仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実 ため 施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だ のようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産 競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農 参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用 ほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術 安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価 向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・ 心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドラ ン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲 図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較 意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の 能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のため 環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェ ン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェ ンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　 （KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきた 。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例） と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿 照 等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あ いはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題 実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられ
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、 の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新た 日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業 村基本法』で掲げる農業・ 村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPI らは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々 課題についてまとめる予定である）
分　野
農　地
コスト
農業経営
６次産業
酪　農
輸　出
KPI
2023年までに全農地面積の８割を担い手による利用
2023年までにコメのコスト４割減
2023年までに法人経営体を2010年比約４倍５万法人にする
2020年までに市場規模を10兆円にする
2020年までに６次産業化の取組件数を500件に倍増
2020年までに農林水産物・食品の輸出額を１兆円、2030年には５兆円とする
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
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　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
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　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
渡辺　克司：ICT農業 ､ スマート農業の現状と課題（２）
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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はじめに
　前号ではICT農業､スマート農業 1 の前提となる農業技術・農業生産力構造の特徴について整
理したうえで、精密農業およびAI農業（AgriInfomatics:農業情報科学 2 ）、ICT農業（ロボッ
ト技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業）、スマート農業について、
さらに将来の具体的な農業像とそのスマート農業の実現に向けたロードマップ、農業現場へ速
やかな導入・普及等の方策についてフォローしてきた。
　本号では第２次安倍内閣がアベノミクスの成長戦略 3 の一つに農業を位置付けてきたことも
あり（ローカルアベノミクス）、各本部・会議の設置と政策展開のなかでスマート農業を成長
戦略のなかでどのように描き、かつそれの具体的な将来像、推進方策についてフォローし、同
時にこれまでのスマート農業についての施策に関して、現時点での立ち位置と目標達成上の課
題について整理する。
　以下、７ではスマート農業の立ち位置と到達点を再確認することにしたい。次いで８では産
業革命に関しての経済学的な意味をふまえつつ、インダストリー 4.0、第４次産業革命という
把握の是非、インダストリー 4.0（「第４次産業革命」「第４の産業革命」）の実装した
『Society5.0』について検討する。あわせて超スマート社会実現に向けた取り組みにおけるAI
農業、スマート農業の位置付け、ディープラーニング（深層学習）・人工知能の意味するとこ
ろを確認したい。９では『Society5.0』の描く社会とそのなかで農業分野の位置とその取り組
みについてみることにする。10では前号の脱稿後、「農業競争力強化プログラム」８法案 4 が
まとめて国会で可決されたが、これまで政府がすすめてきた農業の成長戦略との関連、今後の
方針をKPIを通じて検討する。第２次安倍内閣の農業政策の屋台骨ともいえる「農林水産業・
地域の活力創造プラン」（2013年、2014年、2016年改訂）でも「農業・農村全体の所得を今後
10年間で倍増させる」としたが、「農業競争力強化プログラム」はそれに適ったものとなって
いるのかどうか、農協改革等に矮小化しているのではないかなどの指摘をふまえ、農業・農政
改革の狙いとスマート農業との関連についてまとめる。なお、スマート農業に関しての個々の
課題については次号において整理する予定である。
７　スマート農業の立ち位置と行程表、到達点
　これまで官邸主導で「日本経済再生本部」や「産業競争力会議」など各「本部」「会議」を
設置し、一連の『日本再興戦略』（内閣府）（『日本再興戦略̶ JAPAN is BACK ̶ 』2013年、『日
本再興戦略改訂2014̶未来への挑戦̶』、『日本再興戦略改訂2015̶未来への投資・生産性革命̶』、
『日本再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて ̶ 』）を展開してきた。
　現在では図表１にみるように「産業競争力会議」「未来投資に向けた官民対話」は「未来投
資会議」へ、「規制改革会議」は「規制改革推進会議」に集約されている。そして一連の『再
興戦略』は『未来投資戦略2017 ̶ Society5.0の実現に向けた改革̶ 』（2017年６月）へ、スマー
ト農業に密接な関係にある『世界最先端IT国家創造宣言』（2013年６月24日、高度情報通信ネ
ットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）、設置は2001年１月、以下『創造宣言』、『IT
戦略本部』とする）は2016年５月に改訂、2017年５月には廃止され、『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新装することになる。
　周知のように『再興戦略2013』では３
つの政策（第１の矢：大胆な金融政策、
第２の矢：機動的な財政出動、第３の矢：
新たな成長戦略）と、３つのプラン（日
本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、
国際展開戦略）を打ち出し、「異次元の
スピードによる政策実行/国家戦略特区
を突破口とする改革加速/進化する成長
戦略」とした。「政策群毎にKPI（達成
目標）を設定して進捗管理」し、「成果
が出ない場合は、政策を見直し・追加」
し、「10年間の平均で名目成長率３％程
度、実質成長率２％程度を実現。その下
で、10年後には１人当たり名目国民総所
得が150万円以上拡大」を目標とした。
　農業については、「Ⅰ　総論」「２　成長への道筋」で、「農地中間管理機構を整備・活用して、
農地集約を加速化した上で、リース方式により企業を含めた多様な担い手の農業参入を促進す
る」（p.8）、「農業・農村全体の所得の倍増を達成するためには農業生産性を飛躍的に拡大する
必要がある。そのためには、企業参入の加速化等による企業経営ノウハウの徹底した活用、農
商工連携等による６次産業化、輸出拡大を通じた付加価値の向上、若者も参入しやすいよう
「土日」、「給料」のある農業の実現などを追求し、大胆な構造改革に踏み込んでいく必要がある」
（p.14）とした。
　そして、「５．『成長への道筋』に沿った主要施策例」として、「①民間投資を拡大し、事業
再編を進める、②新事業を創出する、③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の
在り方を検討する、④健康長寿産業を創り、育てる」の次の⑤農林水産業を成長産業にする、
を据え、以下のような目標が立てられた（他には⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する、
⑦民間の資金、知恵を活用して社会資本を整備・運営・更新する（PPP/PFI）、⑧ITを利用し
たイノベーションを起こす）
⑤農林水産業を成長産業にする
＜成果目標＞
◆今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力
も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を
５万法人とする
◆2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とする
◆2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする
◆今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を
策定する
　そして、「戦略市場創造プラン」「テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現」（p.79）において、「①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁
村社会、②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会」―
「世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする誇り高い地域社会」という社会像を打
ち出した。
　「戦略分野：農林水産物・食品、６次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド」で、「市場
規模：【農業】（国内）農業・食料関連産業生産額100兆円⇒120兆円（2020年）、うち、６次産
業の市場規模１兆円⇒10兆円（2020年）、（海外）世界の食市場規模（※）340兆円⇒680兆円
（2020年）」という目標を立て、さらに「【観光】訪日外国人の我が国国内での旅行消費額1.3兆
円（2010年）⇒4.7兆円（2030年）、雇用規模：【農業】新規就農し定着する農業者を倍増し、10
年後に40代以下の農業従事者を約20万人から約40万人に拡大、【観光】訪日外国人の旅行消費
がもたらす雇用効果25万人（2010年）⇒83万人（2030年）」とした。ただし、後掲、図表７の
KPIと同じではない。
　そして、農業のAI化、スマート農業化に関していえば、「新たな育種技術や高機能・高付加
価値農林水産物の開発、IT・ロボット技術等の科学技術イノベーションを活用した生産・流
通システムの高度化等を通じ、こうした市場・産業の拡大・発展を図る」（p.87）において位
置付けられた。
　なお、「第Ⅱ．３つのアクションプラン、一．日本産業再興プラン」の「４．世界最高水準
のIT社会の実現」（p.42）においては①ITが「あたりまえ」の時代にふさわしい規制・制度改革、
②公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構築、③ITを活用した安全・便利な生活
環境実現、④世界最高レベルの通信インフラの整備、⑤サイバーセキュリティ対策の推進、⑥産
業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保」が掲げられたが、より詳しい内容
は同日公表の『創造宣言』の方に委ねられる。
　この『創造宣言』では、「『Ⅱ．目指すべき社会・姿』を実現するため、Ⅲ.目指すべき社会・
姿を実現するための取組」として、農業分野に限ってみると「ITを活用した日本の農業・周
辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）」をタイトルに掲げた。
　そしてこの『IT戦略本部』・「新戦略推進専門調査会」には「電子行政、新産業、農業、医療・
健康、防災・減災、道路交通、人材育成、規制制度改革、マイナンバー等」（～2016年10月10日）
の分科会がおかれることになる。
　そして、農業の成長産業化という課題のもとで、『創造宣言』『同　行程表』では図表２のよ
うに「【目標（マイルストーン含む）】・2015年度までに、企業の農業参入や農業経営の法人化
の推進のための環境整備を進めて、農業経営の新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促
進する。・2016年までに、農業データを活用した新たな生産方式「AI（アグリインフォマティ
クス）農業」を構築する。・2017年度以降、「AI農業」等で生産された農産物と技術の海外展
開を行う。・2018年までに、農業関連の周辺産業において、「AI農業」等の取り組みで得られ
たデータ・ノウハウを商品とセットで販売する等複合的なサービスを展開し、業界の主要収益
源の一つに成長。・2020年度には農林水産物等輸出額が１兆円を突破」（p.14）というものであ
った。
　なお、『IT戦略本部』「新戦略推進専門調査会」におかれた農業分科会は、「農業のIT利活用
分野において政府横断的に取り組む」として、「１．農業関連データの取扱い・流通に関する
戦略の検討、２．ITを活用した農業の高度化等関係、３．農業のIT利活用により生み出され
るデータ等の知的財産としての取扱い関係」（『農業分野における平成26年度以降に取り組むべ
き事項等』2014年３月24日）とした。
　そして、「行程表」をふまえ『農業情報創成・流通促進戦略』（高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定。2014年６月３日）が公表された。そこではまず「我が国農業の高齢化お
よび後継者不足等の深刻な課題を契機として、産学官が一体となり農業情報の創成・流通の大
幅な促進に関する先駆的な取組の推進・展開を図る。これにより、農業分野におけるIT導入
による情報利活用の取組が世界的に進展しつつある中で、我が国が最先端を達成する」との課
題のもとで、「我が国農業の産業競争力強化を達成するため、農業情報を利活用しようとする
農業者の権利に留意しつつ、農業分野全体における広範な情報創成・流通を促進させるための、
農業情報の相互運用性等の確保に資する標準化や情報の取扱いに関する政府横断的な戦略を策
定し、これを踏まえた取組を推進する」とした。
　項目は「農業ITサービスにおけるデータの標準化、帰属・権利関係の整理」「農業情報標準
化によるデータ流通のイメージ」「農作業・農作物の名称に関する個別ガイドラインについて」
「環境情報のデータ項目及びデータ交換のインタフェースに関する個別ガイドラインについて」
「農業ITサービス標準利用規約ガイドについて」）である。
　図表２　『世界最先端IT国家創造宣言　行程表』
　なかば農業情報の規格統一、標準化など制度面に重点をおいた『農業情報創成・流通促進戦
略』に対して、「日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開」を具体的にイメージ
し見える化した『スマート農業の将来像（中間取りまとめ）』（農林水産省、2014年３月）が前
号で紹介したスマート農業の将来像やその実現に向けたロードマップ等と併せて公表された。
　なお、『創造宣言』は2014、15、16年に改訂され、前述したように『世界最先端IT国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画』が新たに公表されるが、『行程表』の扱いなどは明記さ
れていない。ただ、これまでの具体的施策の到達点として、農業に限ってみると図表３のよう
に「農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）（p.31）と明示され、
さらに重点的に講ずべき主な施策として「オンライン化原則、業務の見直し（BPR）を踏まえ
たシステム改革、オープンデータの促進、データ連携のためのプラットフォーム整備、デジタ
ルデバイド対策、研究開発等」を掲げた。
　図表３　農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）
８　インダストリー 4.0（第４次産業革命・「第４の産業革命」）から『Society5.0』へ
　『再興戦略2016 ̶ 第４次産業革命に向けて̶ 』ではその基本的な考え方として「成長戦略第二
ステージ」として位置付け、「その使命」は「（戦後最大の名目・・・引用者）GDP600兆円を実
現するためには、企業が、豊富な内部留保を設備・イノベーション・人材といった未来への投資
に積極果敢に振り向けることが不可欠である。このため、①新たな「有望成長市場」の戦略的
創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支
える「人材強化」、の三つの課題に向けて、更なる改革に取り組む」とした。
　そして副題の「第４次産業革命に向けて」が示すように、「第４次産業革命と有望成長市場
の創出」を成長戦略第二ステージの新たな使命とし、その使命実現には「生産性革命を主導す
る最大の鍵は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの
技術的ブレークスルーを活用する『第４次産業革命』」にあるとした。
　この第４次産業革命は「社会的課題を解決し、消費者の潜在的ニーズを呼び起こす、新たな
ビジネスを創出する。一方で、既存の社会システム、 産業構造、就業構造を一変させる可能性
がある。既存の枠組みを果敢に転換して、世界に先駆けて社会課題を解決するビジネスを生み
出すのか。それとも、これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなるのか。
第４次産業革命は、人口減少問題に打ち勝つチャンスである一方で、中間層が崩壊するピンチ
にもなり得るものである」と位置づけた。
　図表４　第１次～第４次産業革命への発展ステージ
　ここで「第４次産業革命」という規定についてみると、図表４および図表５のように第１次
産業革命（18世紀末、動力源：蒸気機関）、第２次産業革命（20世紀初頭、動力源：電力）、第
３次産業革命（1970年代、生産ラインに人に替わって疲れないロボットやNC工作機械の導入、
FA化）、第４次産業革命（20世紀末、工場内の機械・装置もインターネットに接続され、ネッ
トワーク化が完成）というように整理され、非常にわかりやすい。
　図表５　ドイツ人が考える第１次から第４次までの産業革命
　しかし、第１次・第２次産業革命は動力源の変化における区別であり、第３次産業革命は生
産工程のME化での区分にすぎない。技術の変化だけに注目し、産業革命の発展段階として区
分しているにすぎない（石井　2016）。つまり生産過程における技術革新の変化状況（「技術の
現象形態」）を示す程度のものであり、18世紀半ば頃からイギリスを中心に起きた資本主義経
済を確立した社会経済的変革を指す「産業革命」という経済学的な規定と同列に論ずることで
きない。では「第４次産業革命」とはいったい何なのか、やや踏み込んで検討してみたい。
　まず「第１次産業革命」とは周知のように18世紀末、それまで人間の自然諸力（人間的自然力）
および畜力、水力など（外的自然力）の利用及びその延長の「道具」、工場制手工業へ、さら
に石炭・蒸気機関の発明と鉄等による機械設備・自動織機の発明等を通じて機械制大工業を創
出し、生産の安定性と飛躍的な生産性の高まりを実現した一連の変革・革命のこととされてい
る。同時に輸送・物流の変革や印刷の普及等々も加わり（「社会的分業」の進展）イギリスは
世界の工場と呼ばれ、繁栄を手に入れるようになる。
　次いで「第２次産業革命」とは20世紀初頭、アメリカでそれまでの動力源が蒸気機関から石
油・電力に変わり、フォード型生産方式、ベルトコンベアによって流れ作業を実現し同一品質
の同一の工業製品の大量生産・大量消費社会を可能としていく。さらに電信・電話、自動車・
航空機の発達もみられていく。
　次に起こった産業革命は1970年代初めから始まり、工場の生産ラインにはマイクロエレクト
ロニクス（ME革命）やIT技術が活用され、今日では産業用ロボットやNC工作機械、FA装置
等などの技術革新・メカトロニクス（機械とエレクトロニクスの結合）機器の発達、実用化が
一般化し、生産の効率性はさらに飛躍的に高まる。現在の工場はこうした技術的段階・「第３
次産業革命」の技術を活用している段階にあるとされている。
　そして、現在の「第４次産業革命」、ドイツが取り組むインダストリー4.0（「第４の産業革命」
といわれているもの） 5 とは、20世紀末からのコンピュータ、デジタルテクノロジーの普及、
インターネット化社会において、IoTを活用し工場内の機械もネットに接続し、製造現場にモ
ノとサービスのインターネット（Internet of Things and Services）・「スマート工場」（インタ
ーネットにつながった工場）を実現（岩本　2016）し、超効率的方式で高付加価値製品を製造、
提供する産業革命であるとされている。あるいは人工知能を使ったサイバー・フィジカル・シ
ステム（CPS：Ciber Physical System）という技術を用いて生産効率を飛躍的に高め、理想的
な生産を可能とするスマート工場を実現し、現場の情報をデジタルデータに置き換え、集積し
たビッグデータをAIで分析し、最高度に効率的なモノの生産を実現するシステム、社会的に
革命と呼べるほどの大きな変化のこととされている 6 。
　前述したようにイギリスで起こった第１次産業革命が「資本主義を確立したという意味で革
命であった。なぜならばイギリス産業革命は、綿工業において綿製品の生産が機械によって実
現され、労働力の商品化が達成された」からである。それに対してインダストリー 4.0、あるい
は第４次産業革命が実現している現在の状況は経済学的にどのような意味、意義を有している
のか。より積極的にとらえるならば「現在進行形のIoTが労働力商品の不要化ないし消滅を実
現する技術となれば、世界史的には第２次産業革命と規定」（石井　2016）できるものといえる。
しかもAI・人工知能、後述するように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分
で行う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」という点に注目していえば、これ
まではありえないとされてきた「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律
的に運動する」（仲村　1987）という段階への到達を示している。これまでの産業革命とは段階
を画す、パラダイムシフトを引き起こすと同時に破壊的イノべーションともなりえる恐れをも
はらんだ（藤田　2017）第２次産業革命としてとらえる必要があるものといえよう。
　なかば現象的な面を規定・区分した「第４次産業革命」ないしは「第４の産業革命」の把握
ではあるが、現在、そうした状況に対して日本では「第４次産業革命の社会実装」を通じた
「Society5.0」という新たな経済社会システム、次世代の社会システム像を打ち出している。た
だし、ドイツでは第４次産業革命・「インダストリー 4.0」を国家的プロジェクトとしては位置
付け、また米国においてはGE、IBM、インテル等が「インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム」を設立（2014年３月）し、幅広い業種が参加を始め、さらにこのインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムには、ドイツのインダストリー 4.0のトップ企業も
参加を開始（2015年～）している（尾木　2016）。こうした世界的な状況に対して、「Society5.0」
という新たな経済社会システムを提示することの積極性がどこにあるのか、なかなかみえづら
いのも確かであろう。
　IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェアリングエコノミー等を通じて巨大
な世界市場が生まれている渦中において、前述したように2016年に『日本再興戦略2016 ̶ 第４
次産業革命に向けて̶ 』を公表し、名目GDP600兆円の実現を掲げ、「今後の生産性革命を主導
する最大の鍵は、ビッグデータ、人工知能、ロボット・センサーの技術的ブレークスルーを活
用する＜第４次産業革命＞である」とし、世界の潮流・大きなうねりに足並みを揃えたかのよ
うにみえる。
　そして、現在はそれからさらに「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実
現という新しい経済社会システムの創出（『未来投資戦略2017̶ Society5.0の実現に向けた改革
̶ 』）を打ち出している。しかし、世界の潮流・大きなうねりに対して「Society5.0」がどのよ
うな積極的な意義をもつのか。『世界最先端IT国家創造宣言』が『行程表』の評価も十分にさ
れないまま廃止され、『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』が発足し
ているが、威勢のいいアドバルーンだけを上げて実態を覆い隠すようなこれまでの流れと軌を
一にしているようでは「モノづくり大国」日本において、世界の潮流に乗り遅れるのみならず、
その恩恵さえも受けられないのではないだろうか。
補　AIブームからディープラーニング（深層学習）
　現在のAIブームは第１次AIブーム（ArtiﬁcialIntelligence、人口知能、1956～1960年代）、第
２次AIブーム（1980年代）に続く、第３次AIブーム（2013年～）とされている。「AIブーム　
日本は敗色濃厚」（日経産業新聞、2016年10月３日付）とする松尾（2015）によると、AIとは「ビ
ッグデータの時代に広がった機械学習と、技術的に大きなブルークスルーであるディープラー
ニング（特徴表現学習）の２つの大波が重なって生まれている」（pp.61-62）とする。そしてこ
のディープラーニングこそが、「処理をIT化して効率的にするするデジタル革命」に加えて、
「深い層を重ねることでその学習精度を上げるように工夫したニューラルネットワークを用い
る機械学習技術のこと」とされている。
　図表６　ディープラーニングの位置付け 7
　そして、図表６の４のように「ディープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行
う・・・これによってすべてのプロセスが自動化できる」（p.2）と考えられている。
　ただし、このようなAI・人工知能については、「人間のような知能を､コンピューターを使
って実現することを目指した技術あるいは研究分野」としているものの、「その定義はいまだ
に曖昧である」（栗原、山川etal.2016）とか、「研究者の中でも明確な定義が定まっておらず、
さまざまな考え方があります」（松尾、中島etal.2016）とされている。確かなことは「私たち
の生活、社会、経済に大きな影響を及ぼす」（井上　2016）ことだけは確かであろう。この「デ
ィープラーニングは､注目すべき要素の発見は自分で行う・・・これによってすべてのプロセス
が自動化さでき」「労働手段がこれを操作する労働主体から完全に自立して自律的に運動する」
（仲村　1987）段階に進みつつあること、それがまさに「第２次産業革命」であり、近年の
「AI産業革命」の本質なのではないだろうか。
９　『Society5.0』の描く社会とスマート農業
　５度目の成長戦略である『未来投資戦略2017』（以下では『投資戦略2017』とする）では、
これまでのアベノミクスの成果を強調しつつ、「アベノミクス成長戦略は、今どこにいて、何
が求められているのか？」と問い、「生産性の長期伸び悩み」「新規需要創出の欠如」を問題視し、
それらを解決するものとして「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」の実現と
いう新しい経済社会システムの創出を打ち出す。「長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現
していく鍵は、近年急激に起きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する『Society5.0』」を実現することにある」としてる。
　この『投資戦略2017』の「Society5.0」の内容を検討する前に、もう一度「再興戦略2016」8 に
ついてそのポイントを確認してみたい。まず、世界的な潮流を踏まえた成長戦略の展開・推進
を明確に掲げ、今後の生産性革命を主導する最大の鍵は、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、
ロボットセンサー等の技術的成果を活用する、第４次産業革命の推進にあるとしていた。そし
て、第４次産業革命を推進していくうえで障害となる課題を解決し、社会的システムや産業構
造全体を変革することで新たなビジネスを創出し、オールジャパンで改革を進めるよう経済界
に呼びかける。その戦略の第一歩としては、世界の主要プレーヤーの戦略とわが国の強み・弱
みを分析し、積極的に「取りに行く」分野を明確にすることに求めた。
　例えば、これまでの「バーチャルデータ」の基盤構築では欧米に比して出遅れているが、今
後重要となってくる健康情報や自動車走行データ、工場設備の稼働データといった「リアルデ
ータ」の基盤構築については、わが国は潜在的な優位性を有しているとし、この優位性を生か
した「目標逆算ロードマップ方式」を導入し「取りに行く」分野を絞り、人材育成とイノベー
ションを実現し、待ちの姿勢は許されない、とした。そして、第４次産業革命の進行を担う具
体的分野としては、①健康増進・予防サービス、②自動車の高度な自動走行の実現、を筆頭にあ
げ、活力ある金融・資本市場を実現する有力な手段として、フィンテック（FinTech）による
金融革新を推進するとした。
　そうした「再興戦略2016」から「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」とい
う新しい経済社会システムの創出を『投資戦略2017』は打ち出す。
　この「Society5.0」という経済社会システムは、「①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情
報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会のことで、そこでは新しい価値やサービスが次々
と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」のこと
と説明されている 9 。
　「ドイツの『Industry4.0』や米国の『Industrial Internet』が、主として製造業の生産管理や
在庫管理をIoTによって個別工場や企業の枠組みを超えて最適化しようとする試みである」の
に対して、Society5.0では「製造業を超えて、モノとモノ、人と機械・システム、人と技術、
異なる産業に属する企業と企業、世代を超えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつ
なげるConnected Industries」のこととした。
　そして「我が国が目指す『Society5.0』とは、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、
『必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する』ことにより、様々
な社会課題を解決する試みである」とする。「①サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合
させることにより、②地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニ
ーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を
両立し、③人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」 10
とも説明されている。まさにユートピアといえるような社会の実現である。
　そして「Society5.0」に向けた戦略分野としては、わが国の強みに政策資源を集中投資する
として「（ⅰ）モノづくりの強さ①ものづくりの現場がある②データ取得に必要なセンサー・
デバイスの強み③ロボットなどものづくりの強み（ⅱ）社会課題の先進性・大きさ：高齢化に
伴う労働人口減少、環境・エネルギー問題など、社会課題に新たなニーズが潜在（ⅲ）リアル
データの取得・活用可能性：実世界のリアルデータを大量に蓄積　例：国民皆保険に基づく健
康・医療情報工場設備の稼働データ等」をあげる。
　具体的な目標としては「１．健康寿命の延伸、２．移動革命の実現、３．サプライチェーン
の次世代化、４．快適なインフラ・まちづくり、５．FinTech」（各項目で（１）目指すべき社会、
（２）今後の取組、を例示）
　農業については、「地域経済好循環システムの構築（農林水産業）」という項目で「今後の取
組１」として、「スマート農業を実現：①公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報の
オープン化や提供を進める。②様々なデータを共有・活用できる「農業データ連携基盤」を本
年中に立ち上げる。③データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消
費のバリューチェーン全体に広げる。」
　「今後の取組２」としては、「競争力強化を更に加速：１．農業者が自由に経営展開できる環
境を整備：農地中間管理機構の機能を一層強化、40年以上続いた米の生産調整の見直しを着実
に実施、農協・農業委員会等の改革をフォローアップ、経営体の育成・確保のための環境を整
備、２．農業者の努力では解決できない構造的問題を解決：生産資材の価格を引き下げ、流通・
加工の構造改革、３．林業・水産業の成長産業化に挑戦～我が国の潜在力を引き出し、抜本的
改革により所得を向上：林業の成長産業化と森林資源の適切な管理のための仕組みを年内に取
りまとめ、漁業の成長産業化や資源管理の充実のための施策を関係 法律の見直しを含め検討、
４．2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成：日本食品海外プロモーションセンター
（JFOODO）を核として販売を支援、国際水準GAP等の実施と認証取得を拡大」とした。
　「第４次産業革命の社会実装」を通じた「Society5.0」、スマート農業の実現という文脈で戦
略を打ち出したというよりは、従来路線の延長に過ぎず、他方で世界がしのぎを削りうごめく
巨大市場への対応という面で深刻かつシビアな危機意識をそこに見出すことはできない。「人
間中心の社会」「Society5.0」の創出という点で農業分野に限ってみるとかけ声だけのようにみ
えてならない。
10　農業の成長産業化と『再興戦略』の評価
　2013年にはじまる『創造宣言』は2015年改訂で一つの到達点を示したといえ、2016年版はそ
れまでの施策の評価文書としてとらえることできる。タイトルは2015年改訂までは「ITを利
活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan農業の実現）」
であり、2016年改訂になると「農業のIT化による国際競争力強化」となる。
　再度『創造宣言』2015年改訂の農業に関するところを提示すると、
　「①農業の産業競争力向上・・・篤農家の知恵を含む各種情報を高度に利活用する『AI（アグ
リインフォマティクス）農業』の取組が進められていることを踏まえ、これら成果を活用した
農業ビジネスモデルの構築等により農業の知識産業化を図り、海外にも展開する「Made by 
Japan農業」を実現する。「農業の現場における計測等で得られる多くのデータを蓄積・解析・
理解することで、高い生産技術を持つ篤農家の知恵を情報として流通させ、人材育成や、小規
模農家も含む多数の経営体で共有・活用すること等による収益向上など、多面的に利活用する
知識集約型生産方式の構築に取り組み、2016年までにこの構築を達成するとともに、このビジ
ネスモデルを地域の活性化や国外への展開を図ることで、農業の知識産業化に取り組む」、
「2015年度中には、企業の農業参入、農業経営の法人化の推進やこれらに資する農地情報の整備
などの環境整備を進めて、農業経営への新規参入、後継者の円滑な確保や大規模化を促進する」
　「②関連産業の高度化・・・農業資材・機械などの農業関連の周辺産業において、『AI農業』
など農業情報の活用のほか、農業機械へのセンサ搭載による圃場や収穫物に係る収集データを
活用した圃場ごとのきめ細かな肥料散布や、GPS・準天頂衛星による自動走行システムを活用
した農業機械の協調走行による生産性向上などのスマート農業と呼ばれる取組が検討・実現さ
れてきている。これらの技術の安全性や情報セキュリティの確保を図るとともに、個々の情報
の利活用に加え、多種多様な農業関連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション展
開（流通する情報・ノウハウを商品とセットで販売するなどの複合的なサービスの展開）を図
り、2018年までに業界の主要収益源の一つに成長させる」
　「③市場開拓・販売力の強化・・・農場から食卓までの情報流通を加速するため、バリューチ
ェーンの構築に資するための施策に各省連携で取り組む。具体的には、付加価値情報の流通に
よる農産物の評価の向上を図るとともに、生産者の出荷情報の流通を通じた生産者や生産組織
の客観的な評価基準の構築とその利活用等を促進することとし、これにより、付加価値の向上
との相乗効果による安全・安心なジャパンブランドの確立を図り、2017年度以降、当該IT利
用技術により生産された農産物と当該技術の海外展開を成長軌道に乗せるとともに、生産者の
出荷情報の利活用による新たなビジネスの創出を実現する」（pp.19-20）としていた。
　こうした捉え方は2016年の改定『創造宣言』になると到達点の評価という面が強まったこと
もあり
「（４）農業のIT化による国際競争力強化」
［取組の目的］
　「農業就業者の高齢化等による深刻な労働力不足、ノウハウ等の継承に対する懸念等に対応
するため、農業のIT化により、熟練農家のノウハウ等の継承、環境・生育データを利活用し
た農作物の高品質化や生産性の向上を進め、我が国農業の国際競争力の強化に取り組む」とし
以下のことを主な成果として例示した。
［主な成果］
・農業関連情報（農作物や農作業の名称等）に関する表記方法の標準化の基本的な考え方、農
業関連情報の帰属や権利関係などの検討内容を整理した「農業情報創成・流通促進戦略」、そ
れに基づくガイドライン（具体例を整理）を策定。これにより、農業関連情報の利活用を促進
し、農業への新規参入促進や農業生産量の拡大等を期待。
・農地情報公開システムを整備し、農地情報を一元的に公開（2015年４月）することにより、
新規参入等を希望する「農地の受け手」が全国から農地を探すことを可能化。また、農地集積・
集約化に向け、農地中間管理機構及び市町村・農業委員会による調整活動にも活用されること
により、農業への新規参入等を通じ、農業の成長産業化につながることを期待。
・生産現場の重労働作業の負担や高齢化に伴う担い手不足等の課題解決や農業の成長産業化を
推進するため、農業機械の自動走行技術等の研究開発、ITによる生産管理の高度化の実証等
を推進中」
と整理されているにすぎない。
　『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』（2017年）にいたると、それ
までの『世界最先端IT国家創造宣言』との関連性は示されず、前掲、図表３が示されるだけ
となる。
　ここで2016年改訂『創造宣言』との比較の意味で、『投資戦略』の「攻めの農林水産業の展開」
（pp.145-150）についてその項目を示すと以下のようになっている。
　（１）KPIの主な進捗状況
　（２）新たに講ずべき具体的施策
　　ⅰ）生産現場の強化
　　　①農地中間管理機構の機能強化等
　　　②米政策改革
　　　③経営体の育成・確保のための環境整備
　　　④外部からの人材・知見の取込み
　　ⅱ）バリューチェーン全体での付加価値の向上
　　　①多様なデータに基づく農業への転換
　　　②バリューチェーンの高度化
　　　③６次産業化の推進
　　　④規格・認証、知的財産の戦略的推進
　　　⑤食品表示の充実⑥ジビエの利活用の促進等
　　ⅲ）輸出の促進
　　ⅳ）林業の成長産業化と森林の適切な管理
　　ⅴ）水産業の成長産業化と資源管理の充実
という項目である。
　図表７　『日本再興戦略』『未来投資戦略2017』に掲げられた農業分野の成果目標
　　　　　（KPI:Key  Performance Indicator）
　図表８　農業分野における目標と進捗、施策の内容について
　一連の『再興戦略』『投資戦略』に掲げられた農業分野の成果目標（KPI）についてみると、
前掲した『再興戦略2013』のKPIと図表７とは若干違うが、みずほフィナンシャルグループが
まとめた図表８に沿いながらデータを補足しながらみていきたい。
　まず政策分野としては、①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野であり、それ
ぞれの分野ごとに目標と実績、進捗状況の評価がなされる。さらに2013～15年までの施策、
2016年11月決定の農業競争力強化プログラム施策との関連でも評価されている。
　しかし、図表３に示した『世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』の
農林水産分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）の例と図表８との関連、
さらに『情報通信白書』（2017年、p.68）では農業における課題として、①利活用例のイメージ：
農業の生産性向上のための気象データ等の観測、②収集媒体：IoT環境センサ（温度計、湿度
計等）、③収集データ：温度、湿度、照度等の環境データ、生育データ等、④主な課題の例：セ
ンサ設置場所の所有者（農家等）との法律関係、⑤主な関係法令等：民法（事業者間、事業者
と協力者（個人）間の契約、ごとに整理されているが、それらとの関連性、整合性はない。
　つまり、『再興戦略2013』以来の①農地、②米生産、③農業経営、④輸出、⑤農協の５分野に
KPIが収斂させられてしまう。農業の成長産業化、農業所得の増大等に寄与する、あるいはそ
れとの関連でスマート農業の実現・「第４次産業革命の実装」といった「Society5.0」の創出と
いう文脈はそこにはなく、これまでの「アベノミクス農政」「戦後レジュームから脱却農政」（田
代　2014）・市場主義農政が推進してきた方向だけである。
　「Society5.0」という新たな経済社会システムの創出という点に関して、農業分野に関しては
『農林水産業・地域の活力創造プラン』では、「構造改革に逆行する施策を一掃しつつ、政策を
総動員することで経営感覚あふれる農業経営体の育成と、これらの農業経営体が自らの経営判
断に基づき作物を選択できる環境の整備を図り、農業の構造改革を進め成長産業とする」とし
たが、その課題の実現をどうすすめていくのか、スマート農業化との関連で戦略が立てられて
もよさそうなものであるが不問に付されている。
　KPIについて検討すると図表７、８をみるように今後10年間（2023年まで）で、「全農地面
積の８割が担い手によって利用される」ことを目標としたが、2013年度末48.7％が2016年度末
に54.0％になった程度である。農地中間管理機構の役割・その評価が問われている状況にある。
他方で20年間で約２倍に増えている耕作放棄地への対処はどうなり、どのような対策がとられ
たのか、農地問題にとって耕作放棄地の問題も喫緊の課題である。資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手の「コメの生産コストを2011年全国平均比４割削減する」ということ
も個別経営29％減、組織法人経営25％減程度にすぎない。さらに法人経営体数を2010年比約４
倍の５万法人としたが、2010年12,511法人が2016年20,800法人に増えたにとどまっている。
　「６次産業化の市場規模を2020年度に10兆円とする」としたが、これも2015年度5.5兆円であ
る。「2019年に農林水産物・食品の輸出額１兆円を達成する」としたが、2012年4,497億円が４
年連続連続増加しているものの2016年7,502億円で―ただし、加工食品（アルコール飲料、調
味料、清涼飲料水、菓子等）が2,356億円（6.1%）、水産物2,640億円であり、本質的には攻めの
農業、農業の輸出産業化にはほどとおい。くわえて前号でみたようなスマート農業が描き、そ
れが実現し様々な利便性をもたらすような新たな日本農業へと帰結することが目標達成度合で
ありKPIなのではないのか、というそもそもの疑問が湧く。
　同様に『食料・農業・農村基本法』で掲げる農業・農村の多面的機能の維持・発揮、食料自
給率・自給力の維持向上、食料安全保障の確立という点に関しては、なにゆえかKPIからは除
外されている。
　規制改革推進会議に設置された「農業ワーキング・グループ」は「農協改革に関する意見」
を2016年11月11日に公表したが、農協業務の変更・縮小、組織変更等を全国農業協同組合連合
会（以下、全農とする）および単位農業協同組合に期限を付けて求めるものであった。そのた
め、協同組合原則に反した過剰な介入であるとして全農を中心にJAグループからの反発を招
く。与党においても農協による自主的改革を基本とした農協法改正の際の附帯決議との整合性
等に関して大きな議論となった。与党は政府との調整を経て11月25日に取りまとめを行い、こ
れを受けて11月29日、政府は「農林水産業・地域の活力創造本部」においてその検討結果を「農
業競争力強化プログラム」関連８法案として決定し、国会で可決されるにいたっている。これ
らを盛り込んだ形で農協改革、業界再編、生産基盤強化、人材確保など広範囲な大改革を含む
「農林水産業・地域の活力創造プラン」（同日）が改訂されている。
　農業者の所得向上と経営安定、農業生産の拡大、農業の成長産業化という御題目は、TPP協
定大筋合意（2016年10月）や日EU経済連携協定交渉の大枠合意（2017年7月）、交渉妥結（12月）、
そして前述したKPIの状況と照らし合わせれば、「新しい価値やサービスが次々と創出され、
社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく社会」「超スマート社会」という「Society5.0」
が描く新たな経済社会システムとの断層だけがクリアになるばかりで、農業の成長産業化とい
うかけ声の欺瞞性が如実となる。「農業競争力強化プログラム」関連８法案のうち「主要農作
物種子法を廃止する法律案」をとってみてもその欺瞞性は明白である（久野　2017）。
（次号では、スマート農業実現上の個々の課題についてまとめる予定である）
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